
国際物流戦略の考え方 資料２

ヒアリング結果等 施策実現のための 実施主体（案）

アクションプラン(例）

①大型船への対応について
・競争力強化のため、大型船に対応した港湾機能の
充実が必要。（荷主）
・バース前面水深が不足しているため、潮待ちや喫
水調整をしている。（荷主）

・船舶の大型化
・公共事業を取
り巻く状況

・大型船対応の港湾
施設が不足
・港湾管理者の財政
状況

・国際競争力を有
する産業が立地

戦略：
四国の主要産業を支えるバルク輸送の効
率化

施策：
既存港湾施設の改良
多目的国際ターミナルの整備

・四国地整による多目的国際ターミナルの整
備
（例　徳島小松島港の多目的国際ターミナル
を平成２０年代半ばを目標に整備）

四国地整（港）、港湾管理
者、民間

②リサイクル貨物への対応について
・メタルスクラップや古紙などのリサイクル貨物がア
ジア向けに輸出されており、今後貨物量が増加する
と考えられる。（港運業）

戦略：
四国の主要産業を支えるバルク輸送の効
率化

施策：
リサイクル貨物の国際流通港湾としての
施設充実

四国地整（港）、港湾管理
者

③船舶の安全について
・航行規制を緩和して欲しい（荷主）
・瀬戸内海航路における海難事故の多発

戦略：
四国の主要産業を支えるバルク輸送の効
率化
　

施策：
国際幹線航路の整備

四国地整（港）

①コンテナ化への対応について
１）多様な荷姿に対応する必要があるものの、慢性
的にバースが不足している。（港運業、海運業）
２）コンテナヤードが絶対的に不足（運送業）
３）船舶が大型化しており、岸壁が短い（海運業）
４）ガントリークレーン等の荷役施設が未整備もしくは
不足している。（港湾協会、運送業）

・東アジアの急
激な経済成長
・コンテナ化の
進展
・アジア航路寄
港の可能性
・生活関連産業
が東アジアに進
出

・コンテナ化の対応
の遅れ
・バルクを中心とした
港湾施設

・外貿コンテナ貨
物の増加

戦略：
コンテナ輸送の効率化、円滑化

施策：
コンテナ輸送に対応した施設の充実

利便性の向上、集荷の結果、コンテナを集中的に取り扱う港湾で以
下の施策を推進する。

・港湾管理者が集荷や航路誘致の取り組み
を推進したのち、左記施策を戦略的に実施
（例　高松港においては、増大するコンテナに
対応するためバルク対応埠頭を改良し、コン
テナヤード化→クレーンを設置） 四国地整（港）、港湾管理

者

②コンテナ貨物取扱港について
＜集約化＞
・四国の人口、産業の規模を考えると、コンテナポー
トを1～3港程度に集約すべき。（荷主、海運業、運送
業）
＜集約化に慎重＞
・貨物の集約に関しては、荷主の意向が大きい。（港
運業、運送業、海運業）
・集約した場合のリードタイムやトータルコストが問題
であり、現状や阪神港を利用した場合との比較など
が必要となる。（各業種）
＜サービスの向上＞
・四国内港湾におけるコンテナ航路のデイリー運航
を望む。（荷主）
＜集約化に反対＞
・集約されるとその港からの輸送コストがネックとなる
（荷主）

・近隣の中枢港
湾に国際機関航
路が就航
・国内他地域の
港湾が四国のコ
ンテナ貨物を
狙っている

・コンテナ化の対応
の遅れ
・バルクを中心とした
港湾施設
・外貿コンテナ貨物
量が少ない（１１万
TEU）

・外貿コンテナ貨
物の増加
（潜在需要は現在
の外貿コンテナ貨
物の約２倍）

戦略：
コンテナ輸送の効率化、円滑化

施策：
輸送効率化のための利便性の向上（アジ
ア航路誘致）、集荷（ポートセールス）

・港湾管理者が集荷や航路誘致の取り組み
を推進

港湾管理者

①内航海運に対する支援について
１－１）内航船舶の老朽化、船員不足等の問題が発
生している
１－２）国内物流費の低減のためにフェリーを利用し
ていたが、現在は廃止されてしまった。（荷主）
２）貨物の増加が見込まれるので、フェリー関連施設
の整備を望む。（海運業）
３－１）国内フィーダー航路の確保、充実が望まれ
る。（荷主）
３－２）内貿、外貿で岸壁を分けるのではなく、内外
貿併用岸壁としての整備・利用を望む。（海運業）

・本四架橋、高
速道路の整備に
よる物流形態の
変化
・効率化に伴う
航路の集約化、
船舶の大型化

・海上交通を利用
しやすい

戦略：
国際物流を支える国内幹線輸送網の強化

施策：
フェリー等内航海運への支援

内航ターミナルの整備

国内フィーダー網の充実

１）公的機関による実態調査、施策の検討

２）３）フェリーターミナルの整備事業に着手
（例　東予港）

３）四国内港湾及び阪神港の利便性の向上

四国地整（港）、四国運輸
局、港湾管理者、民間

②高速道路の整備について
・高速道路の整備を迅速に行って欲しい。（荷主、港
運業）

・モータリゼー
ションの進展

・急峻な地形で建設
コストがかかる

戦略：国際物流を支える国内幹線輸送網
の強化

施策：「四国８の字ネットワーク」の重点的
整備

・信頼性の確保や、移動時間の短縮や効率化を図るために、広域的な幹線
道路ネットワークの整備を推進する。
・高速道路空白地帯の「安全」と「活力」の両面を支える「四国８の字ネット
ワーク」の重点的整備を推進する

・８の字ネットワークを平成２０年代を目途に
概成

西日本高速道路株式会
社、四国地整（道）

戦略提言骨子（案） 施策の考え方外的要因
内的要因
（弱み）

内的要因
（強み）

航行ルールの徹底、航行安全の啓発

安全かつ効率的な航行のための航路の確保

合わせて
推進

Ⅰ
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コンテナ貨物の集約化については、関係者により以下の通り思惑が
様々.
【主に海運関係】集約化し貨物量を増やすことで、寄港メリットを増やした
い。（そうでなければ寄港メリットが無い。）
【主に荷主】出来るだけ近くの港から、多頻度で安く出せるのが良い。

アジア等の近海航路については、年間５千TEU程度で航路成立が可能。
一方北米・欧州等の基幹航路については年間５万TEU（精査中）程度の
貨物量が必要

・中・小型船による輸送が主であるアジア航路については、四国国
内からダイレクト輸送
・大型船による輸送が主である北米、欧州等の基幹航路について
は、阪神港から海外に輸送

そもそも、四国全体の外貿コンテナ貨物量については、年間約１１万
ＴＥＵで、水島港一港分の取扱量と同程度であり、各港において貨物
をより多く取り扱う取り組みが必要と考えられる

１）内航海運の潜在的利用者発掘や内航海運業の実態調査を行
い、活性化のための施策を検討

２）フェリーの大型化に対応した施設の整備

３）スーパー中枢港湾施策に伴う貨物の集約化に合わせ、国際基幹
航路に円滑に接続する国内フィーダー網の充実

大型船に対応するため既存港湾施設を改良

既存港湾施設を改良できない場合、新たな施設整備を行う

既存港湾施設にリサイクル対応施設（上屋、倉庫等）を整備

１）既存バースを活用し、コンテナ化に対応

２）既存港湾施設を改良できない場合、新たな施設整備を行う

３）大型船に対応するため既存港湾施設を改良

４）荷役能力の高いガントリークレーンを導入する



ヒアリング結果等 施策実現のための 実施主体（案）

アクションプラン(例）
戦略提言骨子（案） 施策の考え方外的要因

内的要因
（弱み）

内的要因
（強み）

③トラックの通行の円滑化について
・橋の重量制限でトラックが通行できない。また、幹
線道路や市街地の渋滞により非効率な輸送を強い
られている。（荷主、運送業）

・交通事故、渋
滞改善のための
事業を優先
・公共事業を取
り巻く状況

戦略：国際物流を支える国内幹線輸送網
の強化

施策：重量制限や渋滞等、道路における
ボトルネック箇所の改善

・国際コンテナ通行支障区間（国道32号、国
道377号、主要地方道高松長尾大内線）にお
ける空間高不足、線形不良、幅員狭小を改
善

四国地整（道）、道路管理
者

④料金の値下げについて
・本四架橋の通行料金が高く、物流のコスト上のネッ
クとなっている。（荷主、運送業）
・高速道路料金の値下げを望む。（荷主、運送業）

戦略：国際物流を支える国内幹線輸送網
の強化

施策：高規格道路利用料金の低減

四国地整（道）、民間（各
高速道路株式会社）

①アクセス道路整備について
・空港、港湾までのアクセス道路の充実、整備が重
要である。（運送業）
・港湾を活用するためには、背後の渋滞がネックにな
るため、産業道路などの整備が望まれる。（港運業）

・交通事故、渋
滞改善のための
事業を優先
・公共事業を取
り巻く状況

・平野部が狭く、埠頭
用地が沖合に展開

戦略：各輸送モードを結ぶアクセス機能・
連携強化

施策：港湾・空港と背後地域を結ぶ臨港道
路等アクセス道路の整備

・高知新港とのアクセス道路を整備し、所要
時間を短縮化（概ね１０年後を目途）
・徳島小松島港とのアクセス道路を整備し、
所要時間を短縮化（概ね十数年後を目途）
・松山空港とのアクセス道路を整備し、所要
時間を短縮化（一部は概ね１０年後を目途に
整備）

四国地整、道路管理者

②国際空港へのアクセスについて
・四国から関西空港といった国際ハブ空港へのアク
セス向上が必要である。（荷主）

戦略：各輸送モードを結ぶアクセス機能・
連携強化

施策：四国内と国際空港とのアクセス向上

四国地整（道）、大阪航空
局(P)、民間（各高速道路
株式会社）

①四国における貨物量増加の取り組みにつ
いて
・他地域で熱心な誘致、取り組みを行っている港湾
は取扱量が伸びている。四国でもＰＲ活動を積極的
に実施すべきだ。（運送業）

・他地域港湾の
積極的なポート
セールス

・コンテナ化への対
応の遅れ

・貨物発生集中地
が臨海部に集中
・潜在貨物の存在

戦略：ソフト面の対策強化

施策：ポートセールス、ポートセミナーの実
施

・各港におけるポートセールスの取り組み
（例　松山港、高松港、徳島小松島港、高知
港）

四国地整（港）、港湾管理
者、地方自治体、民間

・現在四国の貨物量で船会社に魅力を感じさせるこ
とは難しい（運送業）

・有効求人倍率の低下、地域の地盤沈下への懸念

・素材型産業の弱体
化

・有効活用可能な
土地が存在

戦略：ソフト面の対策強化

施策：国際物流機能（道路、港）を必要と
する産業の誘致

・港湾における土地の有効活用
（例　東予港）

四国地整（港）、四国経済
産業局(P)、地方自治体

②港湾サービスについて
・港湾荷役の時間延長が望まれる。（荷主、海運業）
・小口混載貨物に対する要望がある。（荷主、海運
業、倉庫業）

・近隣の中枢港
湾に国際機関航
路が就航

・貨物量が少ないも
のの、四国に寄港し
てもらう工夫が十分
ではない
・コンテナ１個に満た
ない貨物の存在

・瀬戸内海を航行
する内航フェリー
等が四国に就航

戦略：ソフト面の対策強化

施策：港湾サービスの向上

・港が一体となって荷役時間の延長や利用料
の低減を図る
（例　松山港利用促進協議会）

四国地整（港）、四国運輸
局、港湾管理者、民間

③ＣＩＱサービスについて
・通関、検疫などの施設の充実と、手続きの迅速化
が必要である。（荷主、運送業、倉庫業）

戦略：ソフト面の対策強化

施策：ＣＩＱサービスの向上

財務省・厚生労働省、農
林水産省の各出先機関
(P)、港湾管理者、民間

①災害対策について
・南海地震対策としての港湾施設の整備が急務であ
る。（各業種）
・荒天時の高潮やうねりなどへの対策が必要。（海運
業、港運業）

施策：国際物流施設の耐震強化、災害対
策の推進

四国地整（港）、各施設管
理者

②老朽化対策について
・施設の老朽化対策を望む。（荷主、海運業）

施策：国際物流施設の老朽化対策・技術
開発

四国地整（港）、各施設管
理者

③空港利用の改善について
・四国内空港の使用料の低減と、海外直行便の就航
を望む。（荷主）

施策：空港使用料の低減、海外直行航空
便の誘致

四国地整（港）、大阪航空
局(P)、地方自治体、民間

④国際ＲＯＲＯ船の就航について
・博多からの国際ＲＯＲＯ船の利用実績がある。（海
運業）
・国際ＲＯＲＯ航路の誘致を望む。（荷主）

施策：国際フェリー・RORO航路の誘致等
新たな物流形態の可能性調査

四国地整（港）、港湾管理
者、地方自治体、民間

道路構造の改良や車線の追加などにより、重量、高さ制限と
いった構造上の問題と道路渋滞の解消を図る。

道路渋滞の予測情報などの配信により、非効率な運行
のさらなる緩和を図る。

さらなる取り組み

さらなる取り組み

夜間、早朝の割引サービスの検討を行う。

四国内の高規格道路の全線無料化を目指す。

港湾と港湾背後地とのアクセスの向上を図るため、臨港道路
の整備を進めるとともに、道路渋滞が激しい地域について、バ
イパスの整備等の対策を行う。

需要を把握した上で、陸上輸送によるアクセス向上
のため、高規格道路の整備や高規格道路の通行
割引サービスを行う。

四国内空港と国際空港への航空アクセスを充実させ
る。

港湾サービスの向上に向けた以下の取り組みを行う
　・需要に応じた港湾荷役時間の柔軟な対応
　・既存のＣＦＳ等の有効活用による小口混載貨物取扱い量の拡
大
　・需要の多い地域に対するＣＦＳ、流通型倉庫の整備
　・港湾施設や背後施設の利用料低減に向けた支援策の検討

ＣＩＱサービスの向上に向けた以下の取り組みを行う
　・ＣＩＱ手続きの簡素化、電子化
　・税関検査におけるＸ線検査の導入
　・薫蒸施設の整備

四国港湾（全体）でのポートセールスを実施

国際物流施設の災害対策として以下の取り組みを行う
　・拠点港湾における耐震岸壁の整備の推進
　・防波堤等の整備による津波、高潮、うねりなどへの対策

早急な対策が必要な施設に対する補修、改良を行うとともに、
施設のメンテナンス技術の開発を進める。

空路の海外直行便の需要調査を行う。

国際ＲＯＲＯ航路の需要調査を行う。

国際ＲＯＲＯ航路の可能性がある地域において、航路
の誘致を行うとともに、必要な施設整備を進める。

需要が見込め
る場合
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貨物量の増加は効率的な物流に寄与

地域活性化のための新たな産業の誘致が必要

Ⅵ
そ
の
他

四国における外貿コンテナ貨物量は増加しているものの、そもそも絶対
量が少ないため、各港において貨物を集めるための取り組みが必要
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需要が見込め
る場合


